	建築金物製造業


2020年東京オリンピック・パラリンピックに伴う需要増加はあったものの、その需要自体は既に終了しており、大幅なものではなかったとする業者が多い。
一方、需要面で大きな影響を与える建築着工は、2013年以降、減少した後、2016、2017年と増加したが、2018年には再び減少している。2019年に入っても前年比で減少する月が多く、9月以降は減少が続いている。特に11月は、10.1％減少となっており、今後の動向に注意が必要である。
業界の概要　

建築金物は、建築物及びその付属物に使用される金物の総称である。品目としては、錠前（ドアロック）、蝶番（丁番）、ドアクローザー（ドアチェック）、フロアヒンジなどの建具金物やレールなどの窓用金物、手すりなどが典型である。広義としてはインテリア金物など様々な品目が含まれる。

建築金物の需要は、住宅やビルなどの建築着工により大きく影響を受ける。ただし、建築金物は施工の最終段階で取り付けられる製品が多く、受注動向は建築着工から半年程度遅れるといわれている。

建築金物メーカーの多くは自社ブランドを持っており、錠前、蝶番など、特定製品群の生産に特化している業者が多い。

販路は、代理店や特約店といった卸売業者に販売し、そこから建築業者や住宅メーカー、サッシメーカーに納入するというのが一般的であるが、ＤＩＹ(ドゥ イット ユアセルフ)市場の伸長に伴ってホームセンター業界などの量販店への直接販売や、インターネット販売による消費者への直接販売を行うメーカーも増加している。
大阪の地位　
2018年における大阪府内の事業所数は、「錠、かぎ」が22、「建築用金物」が157である。製造品出荷額はそれぞれ67億円、539億円で、あわせて606億円である。

全国に占めるシェアは、事業所数では、「錠、かぎ」が15.6％(全国第１位)、「建築用金物」が27.7％（全国第１位）で、製造品出荷額では、それぞれ9.5％（三重県に次いで全国第２位）、27.9％（全国第１位）である（経済産業省『2018年工業統計表（品目編）』、従業者４人以上）。「錠、かぎ」と「建築用金物」の事業所数の合計、製造品出荷額の合計は、それぞれ全国シェアが、25.3％、23.0％（共に全国第１位）となっている。
５年前の2013年と比較すると、「錠、かぎ」と「建築用金物」の全国シェアは、事業所数が3.1ポイント、製造品出荷額が2.3ポイント上昇している。
府内における集積地は、大阪市生野区、平野区、東住吉区などの大阪市内の南東部から東大阪市、八尾市にかけての一帯である。
東京オリンピック・パラリンピック後の需要見込み
建築金物の需要は、住宅やビルなどの建築着工により大きく影響を受ける。また、建築金物は施工の最終段階で取り付けられる製品が多く、受注動向に反映するのは建築着工から半年程度遅れるといわれているが、東京オリンピック・パラリンピックについては、それに伴う需要増加はあったものの既に終了しており、需要自体も大幅なものではなかったとする業者が多い。これは、東京オリンピック・パラリンピックが、主に東京を中心とした関東地方で開催されるため、その需要も関東地方に集中していたことも影響していると考えられる。
今後の需要については、東京オリンピック・パラリンピック需要が大きくなかったことや、建築業者における人手不足を主な原因としてホテルなどの着工の遅れがあることから、東京オリンピック・パラリンピック後の需要減少も小さいという見方がある。また、ホテルの改修工事サイクルが短くなっており、今後、その需要増加が見込まれるとする業者もある。
その一方、働き方改革関連法案の施行に伴い、その対応による建築の遅れの拡大・常態化を懸念する業者や、2019年10月の消費税増税による需要減少が大きいとする業者もあり、先行きについての不透明感は強い。
人件費や物流費の増加を受け収益は悪化
アルミニウムやステンレス、鋼材といった材料調達価格は、現状、落ち着いているとする業者が多いが、人件費や物流費は、増加しているとする業者が多い。しかし、経費の増加分をすべて製品価格に転嫁することは難しいため、収益の悪化している業者が少なくない。
その中で、10年近く販売価格を上げていないので、値上げ交渉を行うとする業者も現れている。
なお物流面では、物流費の増加に加えて、路線便などでの重量物や長尺物の建築金物の取扱いを止める物流業者が増加しており、チャーター便を使用しなければならない状況も発生している。
これに対して、比較的規模の大きい業者においては、自社配送や関係会社である運送業者を活用することや、チャーター便でも経費増加にならないよう取扱アイテムが多いことを活かして積載量を増やすことなどによって対応しているが、中小零細規模の業者においては、対応が難しい状況である。
雇用面では、特徴ある取組みを行う業者が存在
現状は、従業員数の不足感を感じている業者は存在するものの、過剰感、不足感とも感じていないとする業者が多い。
働き方改革関連法令で、2020年４月から時間外労働の上限規制が中小企業にも適用されると、設備投資や従業員増加が必要で、経費増加となるとする業者がある一方、パソコンを午後7時でシャットダウンさせることや、残業代として支払っていた金額を努力手当として支払うことで残業時間を減少させた業者も存在している。
また、正社員としてベトナム人などを雇用し、その仕事を頑張る姿勢が、他の社員の刺激になっているとする業者もある。
外注先減少が続き、その対応の重要性が増している
メッキやプレス、研磨などの業務における外注先の減少、特に中小零細規模の業者が廃業により減少しているという業者が多い。
この状況に対し、従来、外注していた業務を自社で内製した業者がある。また、外注先を海外に求める業者、研磨を必要としない製品を開発した業者など、対応方法は多様である。
海外での生産については、中国で行っている業者が多いが、中国において、人件費上昇、環境対応基準の引き上げなどにより、経費が増加しているため、ベトナムなどでの生産を検討している業者もいくつか存在する。ただ、ベトナムなどでは、製品を完成させるために必要な塗装、切削などの外注先が集積していないため、現状では実施できないとしている。また、付加価値の高い製品については、中国での生産を中止し、日本国内での生産を検討している業者もある。
環境の変化への対応した新製品開発

2020年4月から全面施行される改正健康増進法に対応した屋外喫煙所セットや、Wi-Fi（無線ＬＡＮ）やクラウドシステムを活用したスマートロック、センサー付のキャスターなど、法令や技術の変化に対応した新製品開発が行われている。
また、営業やインターネットを活用して使用者の声を聞くことで、業者自身が従来想定していた市場とは異なった市場の開拓に取り組んでいる業者もみられる。
今後の見通し

東京オリンピック・パラリンピックに伴う需要増加はあったものの既に終了しているとする業者が多い。今後の需要については、ホテルなどの着工の遅れやホテルの改修工事サイクルが短くなったことなどによるプラス要因と、2019年10月の消費税増税によるマイナス要因とが並存しており、不透明感は強い。ただ、建築着工が2019年9月以降は減少が続いていることから、今後の動向に注意が必要である。
また、物流費や人件費などの上昇による経費増加に加えて、外注先の減少への対応など、短期的に解決が難しい課題が少なくなく、収益面においては、厳しい状況が続くものと考えられる。
（木村　和彦）
※前回の調査時期は、2015年７～９月期
表１　建築金物の出荷額（大阪府）
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2003年 13,648 51,441 65,089 1.7 25.5

2008 12,509 41,086 53,595 -10.1 20.2

2013 4,398 45,088 49,486 -5.7 19.9

2018 6,659 53,924 60,583 0.6 23.0


資料：経済産業省『工業統計表（品目編）』
（注）従業者４人以上の事業所。
図表２　建築着工の推移（全国）
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2003年 173,096 0.4 1,160,083 0.8

08 157,411 -2.2 1,093,519 3.1

13 147,852 11.5 980,025 11.0

18 131,149 -2.6 942,370 -2.3

19年1月 9,717 2.6 67,087 1.1

2 9,789 -2.9 71,966 4.2

3 9,966 -0.2 76,558 10.0

4 11,222 -4.4 79,389 -5.7

5 10,552 -3.3 72,581 -8.7

6 11,812 4.1 81,541 0.3

7 11,974 0.9 79,232 -4.1

8 11,167 2.4 76,034 -7.1

9 10,316 -7.6 77,915 -4.9

10 10,615 -8.5 77,123 -7.4

11 10,067 -10.1 73,523 -12.7
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資料：国土交通省『建築着工統計調査』
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